
給与支払報告書は令和７年１月31日（金）が提出期限です。
※ ※ 種　　　　別 ※ 整　理　番　号 ※

富津市下飯野2443

5
給
与
支
払
報
告
書
（
個
人
別
明
細
書
）

支 払

※ 区 分
（受給者番号）

住

所

7 8 9 0 1
（個人番号）

1 2 3 4 2

を 受 け

（役職名）
代表取締役

氏
名

（フリガナ）
フッツ　タロウ

る 者

富津　太郎

6

種 別 支 払 金 額
給 与 所 得 控 除 後 の 金 額

（ 調 整 控 除 後 ）
所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源 泉 徴 収 税 額

給与・賞与
内 千 円 千 円 千 円 内 千 円

12 000 000 9 900 000 3 769 846 455 900
(源泉)控除対象配偶者 配 偶 者 （ 特 別 ）

控 除 の 額

控除対象扶養親族の数
（配偶者を除く。）

16歳未満
扶養親族

の数

障害者の数
（本人を除く。）

非居住者
である

親族の数の有無等 老人 特 定 老 人 そ の 他 特　別

内 人
その他

有 従有 千 円 人 従人

1 2

従人 人 従人 人内 人

1 1

人 人

○ 130 000 1 2
社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

5

内　　　　　　　　 千 円 千 円 千 円 千 円

（120 000）

120 000 50 000 205 000909 846
　（摘要）

（１）富津　さくら（年少） （前職分）富津物流（株）　富津市富津999-99　R６.５.31退職
支払3,520,000　社保327,186　源泉35,820　　　　　　　　　　　　 訂　正

生命保険料
の金額の

内訳

新生命
保険料
の金額

円 旧生命
保険料
の金額

円 介護医療
保険料
の金額

円 新個人年金
保険料
の金額

円 旧個人年金
保険料
の金額

円

30,000 120,000 120,000 5,000 180,000

住宅借入金
等特別控除
の額の内訳

住宅借入金
等特別控除

適用数
1 居住開始年月

日（1回目）

年 月

住宅借入金
等特別控除

可能額

円
居住開始年月

日（2回目）

年

日 住宅借入金等
特別控除区分

（1回目）
住（特）

住宅借入金等
年末残高
（1回目）

円

27 3 1 20,500,000
月 日 住宅借入金等

特別控除区分
（2回目）

住宅借入金等
年末残高
（2回目）

円

205,000

(源泉・特別)

控除対象
配偶者

（フリガナ） フッツ　ハナコ 区
分 配偶者の

合計所得

国民年金保険
料等の金額

円 旧長期損害
保険料の金額 10,000

480,000
氏名 富津　花子

基礎控除の額
円 所得金額

調整控除額

円

個人番号 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 150,000

控
除
対
象
扶
養
親
族

1

（フリガナ） フッツ　トミオ 区
分

（フリガナ） フッツ　カズヤ 区
分

8 個人番号 8 9 0 1 2

５人目以降の控除対象
扶養親族の個人番号

氏名 富津　富雄 氏名 富津　一也

１
６
歳
未
満
の
扶
養
親
族

1

個人番号 9 8 7 6 5 4 3 2 1 0 9 3 4 5 6 7 8 9

2

（フリガナ） フッツ　サチコ 区
分 02

区
分

2 3 4 5

氏名 富津　幸子 氏名 富津　すみれ
0 9個人番号 8 7 6 5 4 3 2 1 8 7 個人番号 9 0 1

2

（フリガナ） フッツ　スミレ

6 7 8 9 0

3

（フリガナ） 区
分

（フリガナ） 区
分 ○

５人目以降の16歳未満
の扶養親族の個人番号

氏名 氏名 富津　勇二 （１）789012345678
個人番号 個人番号 6

3

フッツ　ユウジ

7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7

4

（フリガナ） 区
分 4

（フリガナ） フッツ　ボタン 区
分氏名 氏名 富津　ぼたん

個人番号 個人番号 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4
未
成
年
者

外

国

人

死
亡
退
職

災

害

者

乙
 
 

欄

本人が障害者
寡
　
婦

ひ
と
り
親

勤
労
学
生

中途就・退職 受給者生年月日
特
 

別

そ
の
他 就職 退職 年 月 日 元　　号 年 月 日

（

市
区
町
村
提
出
用
）

昭和 20

支
払
者

個人番号又は
法人番号 1 2 3 4 5

○

7 8 9 06 1

386 6 1

2 3 （右詰めで記載してください。）

12

住所（居所）
又は所在地 富津市富津9999-99

氏名又は名称 富津商事（株） （電話） 0439-80-1241
（摘要）に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

　　　　　源泉徴収時所得税減税控除済額　150,000円 　　控除外額　0円

㉒合計所得金額が1,000万円超の方で同一生計配偶者を年調減税額の計算に含めた場合は、摘要欄に「非控除対象配偶者減税有」と記
載してください。

円

1



⑪

記載欄名 記載すべき事項
① 支払を受ける者 【 住 所 】 欄 ： 給与等の支払を受ける方（受給者）の１月１日（中途退職者は、退職時）現在の住所を記載して

ください。

【個人番号】欄： 受給者の個人番号（マイナンバー）を記載してください。

【 氏 名 】 欄 ： フリガナは必ず記載してください。

② 支払金額 その年中に支払の確定した給与等の金額を記載してください。

【内】欄には、支払報告書を作成する日においてまだ支払っていないものについて、内書してください。

③ 給与所得控除後の
金額（調整控除
後）
※年末調整をした受給
者のみ記載

支払金額に応じて求めた給与所得控除後の給与等の金額を記載してください。

なお、所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を控除した後の金額を記載してください。

④ （源泉）控除対象
配偶者の有無等

【 有 】 欄 ： 主たる給与等において、年末調整を行っている場合で、控除対象配偶者を有しているときは
「○」を付してください。年末調整を行っていない場合は、源泉控除対象配偶者を有していると
きに「○」を付してください。

【 従 有 】 欄 ： 従たる給与等において、源泉控除対象配偶者を有している場合には「○」を付してください。

【 老 人 】 欄 ： 控除対象配偶者（源泉控除対象配偶者）が老人控除対象配偶者である場合には「○」を付してく
ださい。

（注）対象となる配偶者がいる場合には、⑮【（源泉・特別）控除対象配偶者】欄に氏名等を記載してください。

⑤ 配偶者（特別）控
除の額
※年末調整をした受給
者のみ記載

「給与所得者の配偶者控除等申告書」に基づいて控除した配偶者控除額又は配偶者特別控除額を記載してください。

※受給者本人の合計所得金額が1,000万円を超える場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用を受けることはで
きません。
　また、配偶者の合計所得金額が48万円以下の場合又は133万円を超える場合は、配偶者特別控除の適用を受けるこ
とはできません。

⑥ 【控除対象扶養親
族の数（配偶者を
除く。）】
【16歳未満の扶
養親族の数】

【 特 定 】 欄 ： 特定扶養親族がいる場合に記載してください。
「左の欄」には、主たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から控除した特定扶養親族の数
を、「右の欄」には、従たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から控除した特定扶養親族
の数を記載してください。

【 老 人 】 欄 ： 老人扶養親族がいる場合に記載してください。
「左の欄の点線の右側」には、主たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から控除した老人
扶養親族の数を、「点線の左側」には、そのうち受給者又は受給者の配偶者の直系尊属で同居し
ている者の数を記載し、「右の欄」には、従たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から控
除した老人扶養親族の数を記載してください。

【 そ の 他 】 欄 ： 特定扶養親族又は老人扶養親族以外の控除対象扶養親族がいる場合に記載してください。
「左の欄」には、主たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から控除した扶養親族の数を、
「右の欄」には、従たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から控除した扶養親族の数を記
載してください。

【16歳未満の扶養親族の数】欄： 16歳未満である扶養親族の人数を記載してください。

16歳未満の扶養親族については、扶養控除の適用はありませんが、住民税の非課税の判定などに影響します。

（注）扶養親族の数の対象となる扶養親族については、⑱【控除対象扶養親族】欄・【16歳未満の扶養親族】欄に氏
名等を記載してください。

⑦ 障害者の数（本人
を除く。）

【 特 別 】 欄 ： 「点線の右側」には、同一生計配偶者や扶養親族が特別障害者である場合のその人数を、「点線
の左側」には、そのうち同居を常としている方の人数を記載してください。

【 そ の 他 】 欄 ： 特別障害者以外の障害者の人数を記載してください。

⑧ 非居住者である親
族の数

控除対象配偶者、源泉控除対象配偶者、配偶者特別控除の対象となる配偶者、扶養控除の対象となる扶養親族又は16
歳未満の扶養親族のうちに、国内に住所を有しない方がいる場合には、その人数を記載してください。

⑨ 社会保険料等の金
額

給与等を支払う際にその給与等から控除した社会保険料の金額、「給与所得者の保険料控除申告書」に基づいて控除
した社会保険料の金額及び小規模企業共済等掛金の額の合計額を記載してください

【内】欄には、小規模企業共済等掛金の額を内書きしてください。

⑩ 住宅借入金等特別
控除の額
※年末調整をした受給
者のみ記載

年末調整の際に「給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書」に基づいて計算した住宅借入金等特
別控除の額を記載してください。

※算出所得税額を超える場合には、算出所得税額を限度に記載します。

（注）所得税から控除しきれない住宅借入金等特別控除額がある場合、住民税でも控除を受けられることがあります
が、この項目と⑬【住宅借入金等特別控除の額の内訳】欄の記載に誤りがあると正しい住民税の算定ができないこと
があります。

摘要 １　普通徴収とする場合は、下記のなかから該当する符号を記載してください。（例　「普A」）

普Ａ： 総従業員が２人以下
（下記「普Ｂ」～「普Ｆ」に該当するすべて（他市区町村分を含む）の従業員数を差し引いた人数）

普Ｂ： 他の事業所で特別徴収されている

普Ｃ： 給与が少なく税額が引けない（年間の給与支給額が93万円以下）

普Ｄ： 給与の支払が不定期（例：給与の支払が毎月でない）

普Ｅ： 事業専従者（個人事業主のみ対象）

普Ｆ： 退職者又は退職予定者（５月末日まで）

2



⑪

記載欄名 記載すべき事項
摘要（つづき） ２　控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が５人以上いる場合には、５人目以降の控除対象扶養親族又は16歳未

満の扶養親族の氏名を記載してください。この場合、氏名の前には括弧書きの数字を付し、【５人目以降の控除対象
扶養親族の個人番号】欄又は【５人目以降の16歳未満の扶養親族の個人番号】欄に記載する個人番号との対応関係が
分かるようにしてください。
　　また、この欄に記載される控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が次に該当する場合には、それぞれ次の内
容を記載してください。

（１）　16歳未満の扶養親族の場合→氏名の後に「（年少）」と記載してください。

（２）　控除対象扶養親族が非居住者の場合→氏名の後に「（01）」のように、4ページの「●控除対象扶養親族

の区分」の表の記載に対応する数字を記載してください。また、16歳未満の扶養親族が国内に住所を有しない方
である場合には、氏名の後に「（非居住者）」と記載してください。

※　個人番号（マイナンバー）については、「（摘要）」欄に記載せず、「（備考）」欄に記載してください。

３　同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）を有する方で、その同一生計配偶者が障害者、特別障害者又は同居
特別障害者に該当する場合は、同一生計配偶者の氏名及び同一生計配偶者である旨を記載してください（例　「氏名
（同配）」）。
４　所得金額調整控除の適用がある場合は、該当する要件に応じて次のとおり記載してください。

要件 記載方法

本人が特別障害者 記載不要（※）

同一生計配偶者が特別障害者
同一生計配偶者の氏名（同配）
例）富津　花子（同配）

扶養親族が特別障害者 扶養親族の氏名（調整）
例）富津　太郎（調整）扶養親族が年齢23歳未満

※「本人が障害者」の「特別」欄に「〇」を付してください。
ただし、【（源泉・特別）控除対象配偶者】欄、【控除対象扶養親族】欄又は【16歳未満の扶養親族】欄に記載さ
れている場合は、記載を省略できます。
５　年末調整の際に３以上の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用がある場合には、３回目以降の住宅の取
得等について、その住宅の取得等ごとに、「居住開始年月日」、「住宅借入金等特別控除区分」及び「住宅借入金等
年末残高」を記載してください。

６　年の中途で就職した方について、その就職前に他の支払者が支払った給与等を通算して年末調整を行った場合に
は、(1)他の支払者の住所（居所）又は所在地、氏名又は名称、(2)他の支払者のもとを退職した年月日、(3)他の支払
者が支払った給与等の金額、徴収した所得税及び復興特別所得税の合計額、給与等から控除した社会保険料の金額を
記載してください。

７　租税条約に基づいて源泉所得税及び復興特別所得税の免除を受ける方については、免税対象額及び該当条項「○
○条約○○条該当」と赤書きしてください。（例：日中租税条約第21条該当）

８　その他、連絡事項等（訂正・追加など）がある場合にはその旨を記載してください。

訂正　… 個人別明細書に記載誤り等があった場合。提出済みの個人別明細書を差し替えます。

追加　… 個人別明細書の報告漏れがあった場合。

例：受給者４人　1/20に３人分提出、1/25に１人分提出の場合、後で提出した１人分が「追加」

（注）「訂正」や「追加」は、必ず該当する方のみの「個人別明細書」と「総括表」を提出してください。

すでに提出済みの方の個人別明細書を「訂正」・「追加」分と併せて再提出すると二重課税の原因となります。

９　退職手当等の支払を受ける一定の配偶者又は扶養親族がいる場合に、「給与支払報告書」の摘要欄に氏名等を

記載してください。

⑫ 生命保険料の金額
の内訳
※年末調整をした受給
者のみ記載

「給与所得者の保険料控除申告書」に記載された保険料の区分ごとに支払った金額を記載してください。

（注）生命保険料等控除は住民税と所得税で計算方法が異なります。記載に誤りがあると正しい住民税が算定できな
いことがあります。

⑬ 住宅借入金等特別
控除の額の内訳

※年末調整をした受給
者のみ記載

【住宅借入金等特別控除適用数】欄

年末調整の際に（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用がある場合、当該控除の適用数を記載してくださ
い。
なお、適用数が３以上の場合には、３回目以降について、⑪【（摘要）】欄に住宅借入金等特別控除区分、居住開
始年月日及び住宅借入金等年末残高を記載してください。

【住宅借入金等特別控除可能額】欄

（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額が算出所得税額を超えるため、年末調整で控除しきれない控除額がある
場合には、「住宅借入金等特別控除可能額」を記載してください。

【住宅借入金等特別控除区分（１回目、２回目）】欄

適用を受けている（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の区分を次のように記載してください。

区分 控除申告書・証明書の表示 記載方法

一般の住宅借入金等特別控除の場合（増改築等を含む。） （元号●年中居住者用） 住

一般の住宅借入金等特別控除の場合（増改築等を含む。）で住
宅が特例居住用家屋に該当するとき

（元号●年中居住者・
特例居住用家屋用）

住（特家）

認定住宅（等）の新築（取得）等に係る住宅借入金等特別控除
の場合

（元号●年中居住者・
認定住宅（等）用）

認

認定住宅等の新築等に係る住宅借入金等特別控除の場合で住宅
が特例認定住宅等に該当するとき

（元号●年中居住者・認定住宅
等（特例認定住宅等）用）

認（特家）

特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合
（元号●年中居住者・特定増改
築等住宅借入金等特別控除用）

増
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記載欄名 記載すべき事項

⑬ 住宅借入金等特別
控除の額の内訳
（つづき）

※年末調整をした受給
者のみ記載

東日本大震災によって自己の居住の用に供していた家屋が居住
の用に供することができなくなった場合で、平成23年から令和
７年12月31日までの間に新築や購入、増改築等をした家屋に
係る住宅借入金等について震災特例法第13条の２第１項「住宅
の再取得等に係る住宅借入金等特別控除」の規定の適用を選択
した場合

（元号●年中居住者・
震災再取得等用）

震

配偶者控除又は配偶者特別控除の対象となる配偶者（年末調整の適用を受けていない場合は、源泉控除対象配偶
者）の氏名、フリガナ及びマイナンバーを記載してください。なお、これらの方が非居住者である（国内に住所を
有しない）場合には、区分の欄に「○」を付してください。また、区分の欄の内容に応じて、次のとおり記載して
ください。

●控除対象扶養親族の区分

震災再取得等の適用を選択した場合で住宅が特例居住用家屋に
該当するとき

（元号●年中居住者・震災再取
得等（特例居住用家屋）用）

震（特家）

※当該住宅の取得や増改築等が特定取得に該当する場合には「（特）」、特別特定取得（「特例取得」及び「特別特
例取得」を含みます。）は「（特特）」、特例特別特例取得は「特特特」と併記してください。
　（例　「住（特特）」）
なお、居住開始が令和５年１月１日以後の場合は、「(特)」、「(特特)」及び「(特特特)」の区分の対象となりません
ので併記は不要です。控除証明書への表示もありませんのでご留意ください。

（注）所得税から控除しきれない住宅借入金等特別控除額がある場合、住民税でも控除を受けられることがあります
が、この項目と⑩【住宅借入金等特別控除の額】欄の記載に誤りがあると正しい住民税が算定できないことがあります。

⑭ 【国民年金保険料
等の金額】
【旧長期損害保険
料の金額】
※年末調整をした受給
者のみ記載

【国民年金保険料等の金額】欄

社会保険料控除の適用を受けた国民年金保険料等の金額を記載してください。

【旧長期損害保険料等の金額】欄

地震保険料の控除額のうち「給与所得者の保険料控除申告書」に記載された旧長期損害保険料に該当する金額を記
載してください。

控除対象扶養親族の区分 記載方法

居住者 空欄※1

非居住者（30歳以上70歳未満、留学生※2） 02

非居住者（30歳未満又は70歳以上） 01

非居住者（30歳以上70歳未満、障害者） 03

非居住者（30歳以上70歳未満、38万円以上送金※3） 04

※1　源泉徴収票を書面で税務署へ提出する場合は、空欄としてください。

※2　「留学生」とは、留学により国内に住所及び居所を有しなくなった者をいいます。

【16歳未満の扶養親族の数】欄

※3　「38万円以上送金」とは、扶養控除の適用を受けようとする居住者からその年において生活費又は教育費に

　　　充てるための支払を38万円以上受けている者をいいます。

※4　30歳以上70歳未満の非居住者が上記02～04の要件に複数該当する場合は、いずれかひとつを記載してくだ

さい。

（注）「（源泉・特別）控除対象配偶者」欄及び「控除対象扶養親族」欄は、「給与所得者の扶養控除等

（異動）申告書」の記載に応じ、年の途中で退職した受給者に交付する源泉徴収票にも記載する必要があります。

⑯ 基礎控除の額
※年末調整をした受給
者のみ記載

基礎控除の額に相当する金額が48万円以外である場合に、その基礎控除の額に相当する金額又は当該金額がない旨
（「０」）を記載してください。

⑮ 【（源泉・特別）
控除対象配偶者・
控除対象扶養親
族】
【配偶者の合計所
得金額】
【16歳未満の扶
養親族】

【配偶者の合計所得金額】欄

配偶者の合計所得金額を記載してください。なお、年末調整を行っていない方で、源泉控除対象配偶者を有して

いる方は、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」に記載された、源泉控除対象配偶者の「所得の見積額」を

記載してください。

（注）収入金額を記載されると正しい住民税の算定ができないことがあります。

⑰ 所得金額調整控除
額
※年末調整をした受給
者のみ記載

所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を記載してください。

⑱ 【５人目以降の控
除対象扶養親族の
個人番号】
【５人目以降の
16歳未満の扶養
親族の個人番号】

控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が５人以上いる場合には、５人目以降の控除対象扶養親族又は16歳未満の
扶養親族の個人番号（マイナンバー）を記載してください。この場合、個人番号の前には⑪【（摘要）】欄において
氏名の前に記載した括弧書きの数字を付し、対応関係が分かるようにしてください。（例「（１）個人番号」）

㉑ 支払者 給与等の支払者の住所（居所）又は所在地、氏名又は名称、電話番号及び個人番号（マイナンバー）又は法人番号を
記載してください。
個人番号（マイナンバー）を記載する場合は、左端を空白にし、右詰で記載してください。

⑲ 【未成年者】から
【勤労学生】まで
の各欄

各欄について該当する事項がある場合に「○」を付してください。

⑳ 中途就・退職 年の中途で就職や退職（死亡退職を含みます。）した方については「中途就・退職」の該当欄に「○」を付し、その
年月日を記載してください。

16歳未満の扶養親族の氏名、フリガナ及びマイナンバーを記載してください。また、16歳未満の扶養親族が国内に

住所を有しない方である場合には、区分の欄に「〇」を付してください。

（注）16歳未満の扶養親族は扶養控除の適用はありませんが、住民税の非課税の判定などに影響します。
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記載欄名 記載すべき事項

【年末調整をした給与等の場合】

所得税の定額減税に関する事項を次のように記載してください。

内容 記載方法

源泉徴収時所得税減税控除済額　×××円

控除外額　×××円
（注）控除しきれなかった金額がない場合は「控除外額０円」

非控除対象配偶者減税有
（注）同一生計配偶者が障害者、特別障害者又は同居特別障害者に該当する場
合「減税有」の追記で差し支えありません。

（注）「（摘要）」欄の記載に当たっては、定額減税に関する事項を最初に記載するなど、書ききれないことがない
ようにしてください。

【年末調整をしない給与等の場合】

所得税の定額減税に関する事項の記載は不要です。

（注）令和６年６月１日以後に受給者が退職し、年末調整をしなかった場合には、再就職先での年末調整又は確定申
告で最終的な定額減税の清算を行います。

㉒ 定額減税

実際に控除した年調減税額

年調減税額のうち年調所得税
額から控除しきれなかった金
額

合計所得金額が1,000万円超
の方で、同一生計配偶者を年
調減税額の計算に含めた場合
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